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厚生労働科学研究費補助金(22JA1003) 
令和 5年度 分担研究報告書 

 

特殊健康診断等のデータ入力標準化およびデータ利活用ツール開発 

に関する事業場における課題と今後の展望 

 
研究分担者 塩田 直樹  産業医科大学・医学部・非常勤助教 

 
研究要旨 
特殊健康診断（以下、特殊健診と略）の健診項目のひとつである有害物質や有害要因への個人曝露情報
（作業時間、作業頻度、保護具に関する情報や作業環境測定結果含む）は、特殊健診の実施の要否判定に
用いられるのみならず、その結果において何らかの異常な所見が確認された際、その所見が業務に起因
するものかどうかを判定する重要な情報となる。中でもがん原生物質等への個人暴露情報等に関しては、
転職等による所属先の変更や、異なる業務に従事する状況が生じたとしても、過去従事者としての特殊
健診が継続される等、長期的データ保存を含む経時的記録方法が重要であるが、全ての労働者と事業所
が容易に用いる事が出来る仕組みがない事が現状の最大の課題である。また、取得した情報の取り扱い
に関しては労働者本人のプライバシーへの配慮のみならず、取り扱い物質に関する企業情報としての機
密性・セキュリティの担保という視点も踏まえた検討が求められる。 
令和５年年度は、特殊健診の健診項目のひとつである有害物質や有害要因への個人曝露情報（作業時

間、作業頻度、保護具に関する情報や作業環境測定結果含む）のデータ入力標準化およびデータ利活用ツ
ールを開発し、事業所における介入実装実験を開始した。また、特殊健診対象作業場において、ウエアラ
ブルデバイス等の活用により簡便かつ正確な個人曝露情報が把握可能か、またその情報が個人記録とし
て利活用可能か否かについて検討し、ツールを開発し、事業所における介入実装実験を開始した。 
令和６年度は、開発したツールを用いて複数の事業所等における介入実装実験を実施するとともに医

療機関や企業外健診機関間との情報ネットワークを構築し運用する上での課題の検証を行い、可能な範
囲で介入実装実験を行う予定である。 
 
A．研究目的 
特殊健康診断（以下、特殊健診と略）の健診項目

のひとつである有害物質や有害要因への個人曝露
情報（作業時間、作業頻度、保護具に関する情報や
作業環境測定結果含む）は、特殊健診の実施の要
否判定に用いられるのみならず、その結果におい
て何らかの異常な所見が確認された際、その所見
が業務に起因するものかどうかを判定する重要な
情報となる。中でもがん原生物質等への個人暴露

情報等に関しては、転職等による所属先の変更や、
異なる業務に従事する状況が生じたとしても、過
去従事者としての特殊健診が継続される等、長期
的データ保存を含む経時的記録方法が重要である
が、全ての労働者と事業所が容易に用いる事が出
来る仕組みがない事が現状の最大の課題である。
また、取得した情報の取り扱いに関しては労働者
本人のプライバシーへの配慮のみならず、取り扱
い物質に関する企業情報としての機密性・セキュ
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リティの担保という視点も踏まえた検討が求めら
れる。 
特殊健診等のデータ入力標準化およびデータ利

活用ツールの開発は、特殊健診データの信頼性の
向上に寄与し、特殊健診対象物質への個人暴露状
況の客観的把握、かつ、データの長期間保存と経
時解釈を通じた不適切な職場環境の改善及び健康
障害発生時の業務起因性の判定等に利活用しうる
特殊健診データ管理と事後措置体制の場面（有害
物質や有害要因への個人曝露の低減措置等）が新
たに創出される事が期待される。 
令和 5 年度においては、研究計画（図１）に基

づき、より実効的な産業保健サービスの定着と産
業保健活動の充実を図ることを目的に以下３点、
Ⅰ）令和 4 年度に調査した作業歴の活用実態、特
に情報入力および蓄積、保存の実態を踏まえた中
小企業にも提供可能な特殊健診電子 PHR・システ
ムを開発し、事業所において介入実装実験を実施、
Ⅱ）特殊健診対象作業場において、ウエアラブル
デバイス等の活用により簡便かつ正確な個人曝露
情報が把握可能か、またその情報が個人記録とし
て利活用可能か否かについての検討、Ⅲ）令和 6年
度に向け、事業所・労働者・産業保健スタッフ間の
みならず医療機関や企業外健診機関間との情報ネ
ットワークを構築し運用する上での課題の検証、
を行う。 
 
B．研究方法 
Ⅰ）特殊健診電子 PHR・システムを用いた事業
場における介入実装実験について（納品物➀） 
労働衛生管理関連の報告書や記録類は、該当す

る労働安全衛生法令（以下、法令と略）で細かく
様式や保存期限等が定められている。法令におい
ては報告書や記録類の基本は紙媒体であるが、近
年、電磁的記録も認めている。労働衛生関係にお
ける電磁的記録化を行なう上で満たすべき法令要
求事項を明らかにし、分担研究者の所属事業所を
対象に特殊健診対象作業場における特殊健診電子

PHR・システムをデザインし制作し、個人曝露情
報の実効的なデータ保存方法に関する介入実証実
験を行う。今回開発する労働安全衛生 3管理シス
テムは以下の構成で構築する。各システムの位置
づけを図 2に示す。 

 
①健康管理システム：  
②作業管理システム： 
③作業環境管理システム： 
 
システム全体の要件設定は以下の通りとする。 
 
➀健康管理システムは、既存の当社システムを
そのまま継続利用とする。 

②作業管理システムは、これまでも使用してい
た工場向け作業管理システムを「労働安全衛
生法施行令の一部を改正する政令（令和４年
政令第 51号）」や「労働安全衛生規則等の一
部を改正する省令（令和 4年厚生労働省令第
91号）」の要求に準拠させ、さらに化学物質
以外の騒音や電離放射線などの化学物質同様
に作業管理が必要な作業を追加で記録できる
ようにした『新作業管理システム』を 2023
年度中に改修する。 

③作業環境管理システムは、これまで紙報告書
で扱ってきた環境測定結果報告書を電子デー
タ化してファイルサーバに移転する。 

 
Ⅱ）ウエアラブルデバイス等の活用による簡便か
つ正確な個人曝露情報の把握および個人記録とし
ての利活用についての検討（納品物➁、③、④） 
 特殊健診対象作業場従事者やその職制（化学物
質取扱従事者、騒音環境での作業従事者、電離放
射線作業従事者などの特殊健診の対象となる自社
の業務従事者や派遣など自社の管理下で同業務を
行なう協力会社の従業員ら）、化学物質管理者、
保護具着用管理責任者（作業従事者や職制に労働
安全衛生向上の立場で労働安全衛生上の具体的な
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指示を行なう責務を負う責任者ら）、労働安全管
理関係者（工場等の労働安全管理全体を運営、維
持管理する関係者ら）が共に活用できる作業記録
システムとなるよう入力オプション設定等(図３)
を行う。 
 
入力オプション設定の目的や狙い 
① 化学物質取扱従事者、騒音環境での作業従事
者、電離放射線作業従事者などが従事する定
型作業の従事記録を迅速、容易、正確に入力
でき、法定の従事記録作業の日々の負担を極
めて小さくする。 

② 現状の作業記録システムの運用で散見される
従事記録を部署の管理者や入力担当者に一任
して入力作業させることを廃止する。（※法
律上は記録者に指定はないが、自身の健康に
関わる情報記録は自己責任で記録とし、代理
入力者による過小記録等の改ざん予防を意図
する。） 

③ 市販品の汎用的な QRコードリーダや RFID
タグリーダを USBプラグインや Bluetooth
接続で使える標準的なプロトコルで接続し、
作業記録管理システムのアドオンツールとし
て利用する。 

④ QRコードリーダや RFIDタグリーダは、導
入コスト、性能、耐久性、信頼性を考慮し、
作業記録管理システムの動作保証できたもの
を推奨品として入力オプション利用者に提示
する。 

⑤ RFIDタグリーダは、設置時に電波法の申請
手続き不要の電波出力を抑えた特定小電力タ
イプから選定する。 

 
Ⅲ）事業所・労働者・産業保健スタッフ間のみな 
らず医療機関や企業外健診機関間との情報ネット 
ワーク構築および運用上の課題の検証（参考資料 
➀） 
 労働安全衛生法では、化学物質を取り扱う事業
者に、化学物質を取り扱う労働者の作業記録（作

業時間、作業頻度、保護具に関する情報等）や作業
場所の作業環境測定結果および個人のばく露情報、
特殊健康診断結果等々を長期間保存する事を課し
ている。保存された情報は、産業保健専門職（産業
医、産業保健看護職、産業衛生技術職等）が特殊健
診の実施の要否判定を行う際に用いるのみならず、
その結果において何らかの異常な所見が確認され
た際、その所見が業務に起因するものかどうかを
判定する重要な情報として用いられる。 
 令和 6年度に向け、今回開発する労働安全衛生
3管理システムで長期保存した情報の利活用場面
を具体的に想定し、事業所・労働者・産業保健ス
タッフ間のみならず医療機関や企業外健診機関間
との情報ネットワークを構築し運用する上での課
題の検証を行う。 
 
C、D．研究結果および考察 
令和 4 年度の研究結果では、特殊健診対象作業
現場の課題として、全ての労働者一人一人が取り
扱った化学物質等の種類と量の正確な作業記録を
データとして入力および蓄積・保存する事が非常
に困難な状況にある事を確認した。この課題に対
し、分担研究者の所属先現場で用いられているシ
ステムを改良し、本人および職制に加え、化学物
質管理者や保護具着用管理責任者も、全ての労働
者一人一人が取り扱った化学物質等のデータを確
認できる新たなシステムを開発し、下記Ⅰ）～Ⅲ）
に関する介入実装実験を実施した。 
 
Ⅰ）特殊健診電子 PHR・システムを用いた事業
場における介入実装実験について（納品物➀） 
 労働衛生関係の報告書や記録類に関する法令調
査を行い、電磁的記録化を行う上で満たすべき法
的要求事項を明確にした。 
 電磁的記録に関する労働安全衛生法令としては、
平成１６年に施行された「民間事業者等が行う書
面の保存等における情報通信技術の利用に関する
法律（平成１６年法律第１４９号）」に基づき、平



 23 

成１７年に「厚生労働省の所管する法令の規程に
基づく民間業者が行う書面の保存等における情報
通信技術の利用に関する省令について（基発第
0331014号）」が発出されており、これらの法的要
求事項を技術的に満たす電磁的記録のシステム設
計は十分に可能であると考え、特に数十年に及ぶ
記録の保存や運用を考慮した全体のシステム設計
を行った。 
 なお、電磁的記録化後の紙媒体の報告書や記録
類の運用に関しての規定は特定する事が出来てお
らず、労働基準監督署の臨検等では保存文書の閲
覧、提出等が必要な場合に直ちに必要事項が明ら
かになり、写しを提出しうること、が求められる
事から、電磁的記録化のシステムが完成した際に
労働基準監督署の担当者立ち合いの下でディスプ
レイ一閲覧や印刷状態を実際に供覧し、紙媒体保
存の要否を改めて相談し、労働基準監督署の了解
を得て電磁的記録化したものから紙媒体の逐次保
存廃止する必要があると考える。 
 
Ⅱ）ウエアラブルデバイス等の活用による簡便か
つ正確な個人曝露情報の把握および個人記録とし
ての利活用についての検討（納品物➁、③、④） 
 労働衛生 3 管理（作業管理、作業環境管理、健
康管理）に総括管理、労働衛生教育を加えた 5 管
理の関連性と定義を整理し、作業記録管理システ
ムの要件定義（システムユーザー設定（産業保健
専門職（産業医、産業保健看護職、産業衛生技術
職、作業従事者（自社の業務従事者のみならず自
社の管理下で同業務を行業務従事者含む）および
その職制、化学物質管理者、保護具着用責任者）、
システム全体コンセプト）を行い、分担研究者の
所属事業所を対象に特殊健診対象作業場における
特殊健診電子 PHR・システムをデザインし制作し、
個人曝露情報の実効的なデータ保存方法に関する
介入実証実験を開始した。 
 また、作業記録項目増に対応して日々の記録入
力負荷を下げる目的で入力オプションシステムの

要件定義（システムユーザー設定（作業従事者（自
社の業務従事者のみならず自社の管理下で同業務
を行業務従事者含む）およびその職制、化学物質
管理者、保護具着用責任者、労働安全衛生管理関
係者）、作業記録管理システムと入力オプションシ
ステムの関係、入力オプションの基本設計コンセ
プト（バーコードやQRコード利用、PFIDタグ））
を行い、分担研究者の所属事業所を対象に特殊健
診対象作業場における介入実証実験を開始した。 
 なお、労働安全衛生法令の改正に伴い、化学物
質を取り扱う事業者は、化学物質等を取り扱う業
務に労働者を従事させる際、より安全な化学物質
への代替や有害物質や有害要因への個人暴露を最
小化させるための設備対策の強化など本質的安全
対策が求められ、それらが不可能な場合に適切な
保護具を着用させ、有害物質や有害要因への個人
曝露を低減させる義務を負っている。ところが、
保護具の選定が極めて重要ながら有識者であって
も適切な保護具選定は容易ではない。これらの課
題に対応するべく、保護具のカタログをみながら
漠然と選んでいた保護具を、化学物質の透過時間
や実際に耳が暴露される騒音音圧を具体的に確認
しながらリスクアセスメントを労働者自ら行う事
が重要であると考え UBE オリジナルの保護具選
択アシストツール（未知の化学物質の拡散係数を
既知の化学物質の拡散係数から数理モデルを用い
て算出し保護具の推定使用可能時間を導出する機
能や、作業場の具体的な透過騒音値やオクターブ
バンドの各周波数帯の騒音値を用いて遮音性能不
足やオーバープロテクションを自動判定する機能
等を活用し適切な保護具の選定を支援し運用、記
録する機能等を含む）を開発し、使い勝手の検証
までを終了した。令和 6年度に分担研究者の所属
事業所を対象に特殊健診対象作業場における介入
実証実験を開始する予定である。 
 
Ⅲ）事業所・労働者・産業保健スタッフ間のみな 
らず医療機関や企業外健診機関間との情報ネット 
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ワーク構築および運用上の課題の検証（参考資料 
➀） 
 特殊健診個人票、作業記録報告書、作業環境測
定結果報告書を記録、管理するコンピュータシス
テムが対応せねばならない制約や諸条件を調査、
考察し、考慮したシステムの基本構成を図 4 に示
す。この実現には劣化のないデジタルデータ保存
であってもハードであるコンピュータシステムや
データベースに使用する Operating System(OS)
やソフトウェアの寿命や定期更新までを考慮し、
総合的なシステムを設計しておく必要がある。特
に文書類をデジタル化したファイルは使用するソ
フトウェアに強く依存する。この場合、使用して
いるソフトウェアのサポート終了などがあると、
そのファイルデータ自体に異常や欠損がなくても
ファイル自体を展開できなくなるおそれがある。
したがって、恒久的に残す必要があるファイルは
特定のソフトウェアに強く依存しない長期保存に
適した汎用的なフォーマットでの保存が望ましい
と考える。 
作業記録と作業環境測定結果を電磁的記録化し

た際の具体的な活用イメージを図 5 に示す。これ
らの情報の主な利活用場面は、本人や産業保健専
門職（産業医、産業保健看護職、産業衛生技術職）
が特殊健診の実施の要否判定を行う際に用いる場
面や、その結果において何らかの異常な所見が確
認された際、その所見が業務に起因するものかど
うかを判定する重要な情報として用いる場面であ
るが、取扱い化学物質名や含有量などの情報も併
記されており、特殊健診対象作業場従事者が自社
の研究開発や製品を取扱う業務の場合であれば、
不正競争防止法の営業秘密情報に該当する場合が
ある。我が国においては、労働安全衛生法令によ
る労働者の健康障害対策が先行しているが、健康
診断個人票や作業記録報告書、作業環境測定結果
報告書への記載内容は、不正競争防止法の営業秘
密情報に該当する内容を含む場合があり、他の営
業秘密情報同様に社内では取り扱う必要があると

考える。 
 

E．結論 
令和５年年度は、特殊健診の健診項目のひとつ
である有害物質や有害要因への個人曝露情報（作
業時間、作業頻度、保護具に関する情報や作業環
境測定結果含む）のデータ入力標準化およびデー
タ利活用ツールを開発し、事業所における介入実
装実験を開始した。また、特殊健診対象作業場に
おいて、ウエアラブルデバイス等の活用により簡
便かつ正確な個人曝露情報が把握可能か、またそ
の情報が個人記録として利活用可能か否かについ
て検討し、ツールを開発し、事業所における介入
実装実験を開始した。 
令和６年度は、開発したツールを用いて複数の
事業所等における介入実装実験を実施するととも
に医療機関や企業外健診機関間との情報ネットワ
ークを構築し運用する上での課題の検証を行い、
可能な範囲で介入実装実験を行う予定である。 
 
F．研究発表 
 特記なし 
 
G. 知的所有権の取得助教 
1. 特許取得 
 なし 
 
2. 実用新案登録 
 なし 
 
3. その他 
 なし 
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図 2 作業記録管理システムの全体システム構成 

図 1 研究計画（令和 4年度から令和６年度） 
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 図 4 

図 3 新作業記録システムと入力オプションの構成（案） 

入力オプションシステム 

機器はユーザ準備 

ユーザ準備 



 27 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 5 

akiraogami
                    

akiraogami
                     


	Bookmarks

